
平
成

™
œ
年

™
月

˜
š
日
水
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

™
�
号
)

官
報

] Classification of the Products to be Pro-

cured : 72

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Data construction and analyses

by ÚSurvey on Career in the Youth and Cur-

rent Condition of WorkÙ

_ Deadline of delivery : September 20, 2013

` Delivery place : The Japan Institute

for Labour Policy and Training, 8`23,

Kamishakujii-4choume, Nerima-ku, Tokyo,

177`8502 Japan

a Qualifications for participation in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participation in the proposed tender are

those who shall have Grade A, B or C ÚOff-

er of servicesÙ in terms of the Qualification

for Participating in Tenders laid down for

2013, 2014 and 2015 by Organizations in the

Kanto-Koshinetsu Area related to the Min-

istry of Health, Labour and Welfare (u-

niform qualifications for all ministries and

agencies)

b Time limit for tender : 16 : 00, April 3,

2013

c Contact point for the notice : Yukio

Tosaka, Procurement Section, Accounting

Department, The Japan Institute for

Labour Policy and Training, 8`23,

Kamishakujii-4choume, Nerima-ku, Tokyo,

177`8502, Japan. TEL 03`5903`6244

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年２月 13日

株式会社日本政策金融公庫
調達サービス室長 冨田 彰

◎調達機関番号 127 ◎所在地番号 13

１ 調達内容
\ 品目分類番号 17

] 借入件名及び数量 軽乗用自動車16台及び
小型乗用自動車48台の借入

^ 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。

_ 借入期間 入札説明書及び仕様書による。
` 納入場所 入札説明書及び仕様書による。
a 入札方法 上記１]の件名について入札に
付する。

入札金額は、借入期間中の借入総額を記入
すること。なお、落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の５パーセ
ントに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときはその端数金額
を切り捨てるものとする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税にかかる課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約金額の105分の100に相当
する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 入札に参加を希望する者は、競争参加資格
申請書に必要事項を記載のうえ、下記３\株
式会社日本政策金融公庫 調達サービス室契
約課へ提出すること。申請書及び添付書類等
は、株式会社日本政策金融公庫において審査
するものとし、合格した者のみ競争参加資格
を有するものとする

] 平成22・23・24年度全省庁統一資格、「役務
の提供等」において「Ａ」又は「Ｂ」の等級
に格付けされている者であること、又は、申
請書類により同等であると確認できる者であ
ること。

^ 入札説明書に定める資格を有する者である
こと。なお詳細については入札説明書に記載
のとおり。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒100`0004 東京都千代田区大手町１`

９`４ 大手町フィナンシャルシティ ノー
スタワー 株式会社日本政策金融公庫 調達
サービス室契約課 宅見 友仁 電話03`

3270`1552

] 入札説明書の交付方法 本公告の日から、
原則として電子メールにより交付する。交付
を希望する者は、次の内容の電子メールを、
調達サービス室契約課代表アドレス
（pnbid-k@jfc.go.jp）に送信し、担当者ま
で電話連絡を行うこと。
Ê 電子メールの標題に、「入札公告第25`48

号に係る入札説明書交付希望」と記載する。
Ë 電子メールの本文に、次の内容を記載す
る。
{ 入札件名「軽乗用自動車16台及び小型
乗用自動車48台の借入」

| 交付申請者の住所、氏名、電話番号、
メールアドレス（交付申請者が法人の場
合は、住所、法人名、担当部署、担当者
氏名（役職）、電話番号、メールアドレ
ス）

公庫が当該電子メールに入札説明書を添付
したうえで交付申請者に返信することによ
り、入札説明書を交付する。なお窓口での直
接交付を希望する者に対しては、上記３\の
交付場所にて交付する。なお、窓口での直接
交付を希望する者に対しては、上記３\の交
付場所にて交付を行う。（上記３\における
「日本公庫エントランス１階総合受付」で上
記Êの担当名及び当該案件に係る入札説明書
交付希望の旨を伝えること。）

^ 入札書の提出期限 平成25年４月15日（月）
12時00分（郵送による場合は必着のこと）

_ 開札の日時及び場所 平成25年４月16日
（火）10時00分 大手町フィナンシャルシティ
ノースタワー５F 504会議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び入札に関する条件に違反した入札書は
無効とする。

_ 契約書の作成の要否 要
` 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で、最低価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。

a その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Contracting entity : Akira Tomita, Head,

Procurement and General Services Office,

Japan Finance Corporation

] Classification of the services to be Pro-

cured : 17

^ Nature and quantity of the products to be

leased : Light passenger car 16 and Small

sized passenger car 48

_ Lease period : refer to the tender do-

cumentation.

` Lease place : refer to the tender do-

cumentation.

a Time-Limit for tender : 12 : 00, 15 April

2013

b Contact point for the notice : Tomohito

Takumi, Procurement and General Ser-

vices Office, Japan Finance Corporation,

1` 9` 4 Otemachi, Chiyoda-ku, Tokyo,

100`0004, Japan TEL 03`3270`1552

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年２月 13日
契約責任者
株式会社ゆうちょ銀行
横浜貯金事務センター所長 高井 武章

◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 14

１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 競争に付する事項 ＪＷＳ等入力事務委託
一式

^ 調達案件の使用等 入札説明書による。
_ 履行期間 平成25年８月１日から平成26年
７月31日

` 履行場所 横浜貯金事務センター
a 入札・開札の日時及び場所 平成25年４月
26日午後２時 横浜貯金事務センター

２ 競争参加資格
\ 下記ア、イ及びウに該当しない者であるこ
と。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記各号の一に該当すると認められる者
でその事実があった後２年間を経過してい
ない者。代理人、支配人その他の使用人と
して使用する者についても同様とする。
Ê 契約の履行に当たり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者

Ë 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し、若しくは不正な利益を
得るために連合した者

Ì 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者

Í 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者

Î 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者

Ï その他、会社に損害を与えた者
ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき更生手続開始の申立てをした者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てをした者。ただ
し、更生手続又は再生手続の終結の決定を
受けた者を除く。
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